
都道府県・市区町村データでみる人口及び保健 サー ス ク スの分析

地域差を考慮した政 ミ ー ンのための考察

小

．はじめに 

 わが国では人口 少、少子高 化の など、人口を る動きがこれまでとは異なる社会

に っている。例えば、わが国の人口は 2008 年を ークに 少局面に っており、総務省

統計局『国勢調査』によると 2015 年の人口は約 1 2709 万人であるが、2010 年の約 1
2806 万人より約 96.3 万人 少している。今後もわが国の人口は 少する見 しである。ま

た、高 化の動きをみると、2015 年の高 者（65 以上の者）の数は約 3,347 万人であり、

これが人口に占める割合である「高 化率」は 26.6 であった。わが国の高 者の数は 2020
年にかけて大きく 加するものの、2020 年から 2040 年 までは、高 者人口が 3,600
3,800 万人の間で推移する。そして、2040 年以降は高 者人口も 少し める。すでにわ

が国の人口は 少しているので、高 化率は上昇を続け、2060 年には人口の 39.9 が高

者になる見 しである。こうした動きには地域差がある。東京や大阪などの大都市圏で高

化が に む一方、非大都市圏では高 者の数が人口とともに 少する局面にいち く

る。

 高 化の対 として、年 制度の の一方で、保健 サー ス体制の も必要であ

る。年 制度は全国 の制度で するため、政 ミ ー ンも全国的な デルで

の分析となる。しかし、保健 サー スは、地域住 に 接提供されるものであるため、

住 個人の ー はもとより、住 を り く地域 にも 慮したものである必要があ

る。わが国の 制度でいえば、現 、高 者が住み れた地域で や などのサー

スを れ目なく利用できる『地域 ケ ス 』の構 を めている。この ス が

定している地域は、日 の （ を含む）により 30 分以内で けつけることの

できる である。具体的には中学 の 区を 定している。日本の地域（都道府県、市区

町村といった地方 治体、市区町村を構成するコミ ）は、人口、高 化の 、

関や 業所の などが大きく異なる。つまり、『地域 ケ ス 』の

具体的な構 の 方には、全国 の えがある ではない。 際に、 保 制度見 し

に関する意見として、「地域の 情に じた サー ス基 」が せられている（

生 省『 分 をめ る について』（社会保障 会 付 分 会第 176 回

）による）。 保 法や 人 法の でも、「地域の特性に じた認知 対 や

サー ス提供体制の 等の推 」が われている。そのため、 に限らず保健 分

での政 ミ ー ンは全国的なものに加え、人口や保健 サー ス提供の地域差

を考慮したものも必要がある。政 ミ ー ンをすべての都道府県や市区町村 と

に行うのは、それにかかる時間などを考えると現 的とは言いがたい。人口や保健 サー
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ス提供の地域差の 型的なパターンを 出した上で、いくつかの デルを作る方が現

的であ う。こうした地域差を考慮した政 ミ ー ンには、人口や保健 サー

ス提供の地域差の現 を把握する必要がある 1。 
このような問題意識のもと、都道府県及び市区町村別に データが利用できる政府統

計を用いて、人口や保健 サー ス提供の地域差の現 把握の分析を行った。 
 
．分析の考え方と分析方法 

（分析の考え方） 
本研究では、人口及び保健利用サー ス提供の地域差の把握を目的とする。そこで、これ

らの地域別にみた にどの 度ばらつきが見られるかを明確にすることを基本とする。

地域の単位として、都道府県、市区町村とする。なお、東京特別区、政令指定都市の区はそ

れぞれ一つの市区町村と見なした。保健 サー スの利用については市区町村以下の

ベルでの把握が ましいが、データ利用可能性から、この 2 類の単位での分析とする。 
（使用データ） 
 本研究で使用したデータは、政府統計の データである 2。そして都道府県、市区町村

別の集計表が利用できるものである。 
 まず、人口と世帯については総務省統計局『国勢調査』を用いた。地域差の現 分析なの

で、最も新しい結果が利用できる 2015 年調査の結果のうち、都道府県・市区町村の人口、

年 別人口、家族類型別一 世帯数、外国人人口、5 年前の居住地別の人口の集計表を

用いた分析を行った 3。後 の『住 地統計調査』の分析のため、人口密度のデータもこ

の調査のものを用いた。 
 保健 サー ス提供の現 把握のため、サー ス提供主体または利用者主体いずれか

の統計で把握するかを める必要がある。ここでは、人々の保健 サー スへの ク ス

の地域差を検証する観点から、後者の統計を用いる。これがわかる統計として、総務省統計

局『住 地統計調査』（2018 年）があり、住 の統計がある。具体的には、最 りの

人デイサー ス ンター、保育所、 関、 関、 所などの距離別に見た世帯分

布の統計がある。この統計表から、最 りの 人デイサー ス ンターからの距離、最 り

の保育所からの距離、最 りの 関からの距離、それぞれ距離別の世帯数分布の集計表

を用いることとした。それぞれの集計表からこれら 設からの距離が 500 ートル の

世帯割合を都道府県、市区町村別に め、その分布を把握した。これを対 する都道府県、

市区町村人口密度（2015 年国勢調査より）、 家率との関係をみる形で、これらの指 でみ

た地域差の把握を試みた。 
 
．わが国の人口からみた地域差 

（人口 加率） 

 1（すべて 末に ）は、わが国の市区町村別人口 加率（2010～2015 年の変平均）
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をまとめたものである 。都道府県別の人口 加率のばらつきとの比較を行うため、市区町

村の人口 加率も都道府県別まとめ、その最大 と最小 を つ市区町村をそれぞれ上限

と下限にして グラフで示したものである。つまり、 グラフの間に 都道府県の市区町村
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が分布している。そして、 し形で示しているのは都道府県別の人口 加率である。 
この を見ると、市区町村の人口 加率の地域差（ グラフの縦の ）は、都道府県のそ

れ（ し形のばらつきの ）よりも大きい。ばらつきの 度を示す分 で見ると、市区町村

で 0.018 、都道府県で 0.001 である。都道府県で見て人口が 加している、千葉県、

県、東京都、 川県、 県、 県、 岡県、 県では、人口が 加している市区

町村がある一方で、人口が 少している市区町村もある。特に、都道府県別人口 加率が最

も高い方に する東京都（0.5 ）と 県（0.6 ）では、人口 加率がそれぞれ 4.0 、

2.0 に する市区町村がある一方で、-2.0 の人口 少率となっている市区町村も す

る。都道府県別人口 加率がもっとも低い方に するのは 田県（-1.2 ）、 県（-1.2 ）

や 県（-1.0 ）などであるが、これらの都道府県の中には人口が 加している市区町村

が する。例えば、 県では人口 加率が 0.4 である市区町村がある。 県でも

0.6 の人口 加率となっている市区町村が する。他の都道府県を見ても、人口 加率

がプラス、マイ スの市区町村が する形になっている。このように、人口 加率の地域

差は都道府県よりも市区町村 ベルで大きい。しかも、人口が 加している都道府県でも人

口が 少している市区町村が見られる。 
 
（高 化率） 

2 は、わが国の市区町村別の高 化率の 2015 年についてまとめたものである。 1 と

同じように、市区町村の高 化率を都道府県別にまとめ、その最大 と最小 を つ市区町

村をそれぞれ上限と下限にした グラフを表示した。ここでも、それぞれのグラフの間に

都道府県の市区町村が分布している。また、 し形で示しているのは 2015 年の都道府県別

高 化率である。 
この を見ても、市区町村別の高 化率の地域差（ グラフの縦の ）は、都道府県別の

それ（ し形のばらつき）よりも大きい。ばらつきの 度を示す分 で見ると、市区町村で

0.511 、都道府県で 0.075 である。2015 年の数 （ グラフ）で見ると、 県、長

県、 良県で高 化率が 60 近くになる市区町村がある一方、東京都、 川県、 知県

などでは高 率が 10 台の市区町村がある。わが国で高 化率が最も高い・低い市区町村

の差は 47.8 となり、この差は都道府県の高 化率の地域差の （14.2 ポイント）よりも

大きい。 
 市区町村別の高 化率の 差は の グラフや面グラフの縦の が示すように、都道府

県内でも顕著である。例えば、この から都道府県別高 化率が最も高い 田県で見ると、

2015 年では高 化率が最も高い市区町村で 48.7 、最も低い市区町村で 28.6 である。

田県内で高 化率の 差がおよそ 20 ポイントあるだけでなく、最も高 化率が低い市区

町村はわが国全体の高 化率に近い水準である。同じ年で高 化率が最も低いグループに

ある東京都では、高 化率が最も高い市区町村で 48.2 、最も低い市区町村で 12.7 であ

る。高 化率の 差がおよそ 36 ポイントと非 に大きい。また、東京都で高 化率が最
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も高い市区町村は、 田県で最も高 化率が高い市区町村とあまり変わらない水準である。

このように、高 化率の地域差は都道府県よりも市区町村 ベルで大きい。しかも、高 化

率が高い（低い）都道府県で、高 化率が低い（高い）市区町村が見られる。 
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（世帯構 ・外国人割合・人口移動） 
 人口の他の 面についても地域差が見られる。表 1 は世帯構 （夫婦のみ及び単 世帯

割合）、外国人人口割合、移動率（5 年前 が現住地と異なる者の割合）をまとめたも

のである。都道府県別にこれらの指 の数 、 都道府県内の市区町村別のこれらのす指

の最大 と最小 をまとめている。 
 まず、夫婦のみ及び単 世帯割合を見ると、都道府県別では東京都の 64.3 から山形県

の 43.4 までの差があり、差はおよそ 20 ポイントとなる。分 は 0.2 となる。これを

市区町村別で見ると最大 は 95.6 、最小 は 25.1 であり、70 ポイントの となる。

分 は 0.913 となる。世帯構 で見ても、都道府県よりも市区町村の の方が大きい。夫

婦のみ及び単 世帯割合が高い（低い）都道府県内でも、これが低い（高い）市区町村が見

られる。例えば、東京都では一 世帯の 64.3 が夫婦のみまたは単 世帯であるが、この

割合が 87.2 になる市区町村がある一方で、45.0 にとどまる市区町村がある。後者はこ

の割合がもっとも低い山形県や 井県の水準に相当する。その一方で、山形県内の市区町村

には夫婦のみ及び単 世帯割合が 51.7 になる市区町村が し、この水準は 県、

知県、三重県、岡山県などに相当する。 
 次に外国人人口割合を見ると、都道府県別では東京都の 2.8 から 田県の 0.3 まで、

およそ 2.5 ポイントの がある。これを市区町村別で見ると最大 は 15.8 、最小 は

0.0 であり、およそ 16 ポイントの となる。分 で見ると、都道府県で 0.003 、市区

町村で 0.013 である。外国人人口割合で見ても、都道府県よりも市区町村の の方が大き

い。外国人人口割合がもっとも高い東京都では、その割合が 9.1 の市区町村がある一方、

0.1 にとどまる市区町村もある。後者は 田県の数 を下回る。外国人人口割合が 1 台

の都道府県でも、市区町村別では最大で 10 台の外国人人口割合のとこ がある。例えば、

県（1.9 ）、長 県（1.3 ）ではそれぞれ最大で 14.6 、15.8 の外国人人口割合を

つ市区町村がある。なお最小 ではそれぞれ 0.4 、0.3 となる。 
 さらに移動率である 5 年前居住地が現住地と異なる者の割合は、都道府県では、

県の 24.6 から 田県の 14.6 まで、10 ポイントの がある。市区町村別では、最大で

66.3 、最小で 4.2 と、60 ポイントを超える がある。分 で見ると、都道府県で 0.054 、

市区町村で 0.307 である。移動率で見ても、都道府県よりも市区町村の の方が大きい。

都道府県内の市区町村の移動率の最大 が 40 を超えるとこ を見ると、 県

（66.3 ）、 県（59.3 ）がある他、 道（40.2 ）、 県（47.5 ）、東京都（44.6 ）、

県（47.4 ）、 県（45.3 ）がある。一方で最小 の市区町村の水準が 5 台以下

の都道府県として、京都府（4.2 ）に加えて、山形県（5.8 ）、 県（5.9 ）、 県

（5.8 ）、 良県（5.5 ）がある。市区町村 ベルで見て移動率が特に高い、低いとこ

は、全国的に分布していることになる。 
 このように、人口のさま まな 面で地域差があり、より地理的な が い市区町村
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ベルで地域差が大きく現れることがわかる。 
 

 
 

都道府県
市 町村
（最大値）

市 町村
（最 値）

都道府県
市 町村
（最大値）

市 町村
（最 値）

都道府県
市 町村
（最大値）

市 町村
（最 値）

北海道 188 61.2% 78.2% 44.0% 0.4% 5.0% 0.0% 22.7% 40.2% 12.0%

県 40 49.4% 63.0% 31.8% 0.3% 0.8% 0.0% 17.6% 23.5% 7.8%

県 33 49.1% 59.6% 34.3% 0.4% 1.5% 0.1% 20.9% 47.5% 7.4%

宮城県 39 52.0% 67.6% 26.2% 0.6% 1.6% 0.2% 23.9% 59.3% 8.7%

県 25 48.4% 56.1% 29.8% 0.3% 0.8% 0.1% 14.6% 19.3% 7.1%

山 県 35 43.4% 51.7% 27.0% 0.5% 1.1% 0.2% 16.6% 23.6% 5.8%

福島県 53 49.1% 95.6% 25.1% 0.5% 1.4% 0.1% 19.5% 66.3% 6.9%

茨城県 44 48.7% 57.4% 34.0% 1.4% 3.9% 0.2% 17.6% 26.0% 5.9%

県 25 48.5% 54.0% 34.7% 1.3% 3.4% 0.4% 18.1% 21.5% 7.5%

県 35 49.4% 70.1% 36.7% 1.9% 14.6% 0.2% 18.3% 25.5% 7.4%

埼玉県 72 51.1% 60.3% 35.9% 1.4% 5.2% 0.2% 18.6% 25.4% 6.2%

県 59 53.4% 64.7% 37.6% 1.4% 3.7% 0.3% 18.8% 24.6% 6.4%

東京都 62 64.3% 87.2% 45.0% 2.8% 9.1% 0.1% 20.3% 44.6% 13.3%

奈 県 58 55.8% 72.1% 42.9% 1.6% 7.8% 0.3% 20.1% 27.3% 10.2%

県 37 46.3% 63.3% 31.7% 0.5% 1.2% 0.2% 16.6% 26.5% 8.9%

山県 15 45.6% 50.3% 29.6% 1.0% 1.6% 0.2% 15.6% 19.1% 9.1%

県 19 51.4% 59.9% 25.5% 0.8% 1.7% 0.3% 18.1% 30.0% 8.6%

福 県 17 45.0% 52.1% 34.5% 1.2% 3.3% 0.3% 15.3% 19.5% 6.8%

山 県 27 50.6% 74.3% 37.8% 1.3% 3.9% 0.1% 17.5% 25.6% 9.4%

長野県 77 49.6% 70.3% 32.8% 1.3% 15.8% 0.4% 18.3% 23.4% 7.8%

県 42 46.7% 52.5% 34.8% 1.7% 6.4% 0.4% 16.3% 24.1% 6.8%

静岡県 43 48.9% 68.0% 38.4% 1.6% 4.7% 0.3% 19.8% 26.5% 9.6%

県 69 52.7% 80.5% 32.9% 2.2% 6.7% 0.7% 20.3% 29.7% 9.9%

県 29 51.5% 67.0% 35.1% 1.7% 3.6% 0.3% 17.0% 23.6% 7.3%

県 19 48.2% 58.2% 36.4% 1.4% 3.6% 0.4% 17.6% 24.4% 5.8%

京都府 36 57.7% 73.1% 39.6% 1.7% 4.9% 0.2% 18.0% 23.4% 4.2%

大阪府 72 57.0% 82.4% 44.5% 1.7% 12.6% 0.3% 18.6% 26.6% 6.4%

県 49 54.0% 76.4% 38.3% 1.4% 6.9% 0.3% 18.5% 25.0% 8.1%

奈良県 39 49.1% 79.7% 34.7% 0.6% 1.6% 0.0% 16.4% 22.9% 5.5%

山県 30 52.6% 76.1% 42.0% 0.5% 0.7% 0.1% 16.4% 19.8% 8.0%

県 19 48.3% 55.1% 33.4% 0.6% 1.0% 0.2% 18.0% 21.9% 7.8%

島 県 19 50.9% 77.3% 37.6% 0.8% 1.9% 0.3% 18.7% 25.4% 12.2%

岡山県 30 52.7% 63.5% 43.0% 0.9% 1.7% 0.1% 19.3% 27.1% 9.8%

島県 30 56.3% 72.9% 48.2% 1.2% 2.5% 0.4% 21.2% 27.2% 12.5%

山口県 19 57.4% 69.4% 53.0% 0.8% 1.3% 0.1% 20.9% 24.2% 9.7%

島県 24 53.1% 70.1% 42.5% 0.5% 1.9% 0.2% 17.2% 24.4% 6.8%

県 17 53.6% 66.5% 42.8% 0.7% 2.2% 0.4% 18.6% 27.0% 11.0%

県 20 56.3% 70.7% 46.8% 0.6% 4.0% 0.1% 19.3% 23.0% 11.4%

高 県 34 57.8% 73.7% 46.9% 0.4% 2.3% 0.1% 18.1% 21.0% 7.8%

福岡県 72 56.5% 77.4% 35.7% 0.9% 2.5% 0.1% 23.1% 34.5% 10.7%

県 20 45.7% 51.0% 34.1% 0.5% 1.0% 0.1% 19.9% 24.7% 10.1%

長崎県 21 54.0% 67.1% 40.1% 0.6% 1.2% 0.1% 21.5% 26.4% 12.5%

熊本県 49 51.4% 67.3% 38.6% 0.5% 1.6% 0.1% 21.7% 29.5% 9.1%

大 県 18 55.9% 63.0% 48.3% 0.7% 3.0% 0.0% 21.3% 24.7% 13.0%

宮崎県 26 56.1% 67.1% 45.2% 0.3% 0.8% 0.1% 23.0% 25.5% 12.0%

鹿児島県 43 59.6% 76.3% 52.2% 0.4% 1.3% 0.0% 24.6% 47.4% 13.5%

沖縄県 41 47.8% 78.3% 36.0% 0.8% 4.8% 0.2% 23.2% 45.3% 13.8%

：

注：市 町村 は 定都市 東日本大 福島 た
福島県 町村（ 岡町 大熊町 町 町 村 村） は福島県 市町村

人口 値（ ）

人人口
市

町村
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．わが国の保健 サー スへの ク スからみた地域差 

（人口密度との関係） 
わが国の保健 サー ス 設までの距離について、「住 地統計調査」より 人デイ

サー ス ンター、保育所、 関からの距離が 500 ートル の世帯割合を、市区

町村、都道府県別 め、そのばらつき具合をまとめてみた。 3 はばらつき具合を地域の都

市化の 度を示す人口密度（「国勢調査」（2015 年）の数 をマッチング）を にしてまと

めたものである。 
まず、 人デイサー ス ンターからの距離が 500 ートル の世帯割合は、市区町

村別では、最大 が 100.0 、最小 が 0.0 、平均 36.4 であり、分 は 5.2 である。

都道府県別では、最大 が 72.0 、最小 が 23.8 、平均 38.9 であり、分 は 1.3 で

ある。よって、市区町村の方が都道府県よりも、 人デイサー ス ンターへの ク スの

度の地域差が大きい。 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ りつ した

い点）を見ると、人口密度が大きな地域ほど、この割合が高いという大まかな傾向が見ら

れる。市区町村の人口密度の単 平均（2,284 人）、 人デイサー ス ンターから 500
ートル 世帯割合の単 平均（36.4 ）を基準にして見ると、 者が高い部分、低い部分

に市区町村が分布している。人口密度は平均よりも低いが、 人デイサー ス ンターへの

ク スは平均よりも良い市区町村も見られるが、その はあまり見られない。都道府県別

の分布（ きの い点）を見ると、市区町村よりも分布の が い形になっている。 
次に、保育所からの距離が 500 ートル の世帯割合は、市区町村別では、最大 が

96.1 、最小 が 0.0 、平均 26.8 であり、分 は 4.4 である。都道府県別では、最大

が 76.6 、最小 が 14.2 、平均 28.9 であり、分 は 1.4 である。 人デイサー

ス ンターの場合と同様に、市区町村の方が都道府県よりも、保育所への ク スの 度の

地域差が大きい。 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ りつ した い

点）を見ると、 人デイサー ス ンターの場合よりも明確に、人口密度が大きな地域ほど、

この割合が高いという傾向が見られる。市区町村の人口密度の単 平均（2,284 人）、保育

所から 500 ートル 世帯割合の単 平均（26.8 ）を基準にして見ると、 者が高い部

分、低い部分に市区町村が分布している。人口密度は平均よりも低いが、保育所への ク

スは平均よりも良い市区町村もある 度見られるが、その はあまり見られない。都道府県

別の分布（ きの い点）を見ると、 人デイサー ス ンターの場合と同様に、市区町

村よりも分布の が い形になっている。 
そして、 関からの距離が 500 ートル の世帯割合は、市区町村別では、最大

が 100.0 、最小 が 0.0 、平均 45.5 であり、分 は 5.9 である。都道府県別では、

最大 が 86.0 、最小 が 30.1 、平均 48.5 であり、分 は 1.5 である。 人デイサ

ー ス ンターの場合と同様に、市区町村の方が都道府県よりも、 関への ク スの

度の地域差が大きい。 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ りつ した

い点）を見ると、 人デイサー ス ンターの場合よりもさらに明確に、人口密度が大き 
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な地域ほど、この割合が高いという傾向が見られる。市区町村の人口密度の単 平均（2,284
人）、 関から 500 ートル 世帯割合の単 平均（45.5 ）を基準にして見ると、 

者が高い部分、低い部分に市区町村が分布している。しかも、 関まで 500 ー

トル の世帯割合が高い市区町村が く分布する形になっている。人口密度は平均より

も低いが、保育所への ク スは平均よりも良い市区町村もある 度見られるが、その は

ほとんど見られない。都道府県別の分布（ きの い点）を見ると、 人デイサー ス

ンターの場合よりも、市区町村よりも分布の が い形になっている。 
これらの結果から、人口密度の高い地域ほど、 人デイサー ス ンター、保育所、

関への ク スが良い世帯割合が高い傾向が見られる。こうした地域は都市的な地域で

あり、そうでない地域では、これらのサー スへの ク スは良くない傾向があるといえる。

ただし、人口密度が低くても、これらのサー スへの ク スが良い地域も見られる。人口

が少ない地域で、保健 に力を れている地域であると われる。 
 
（ 家率との関係） 
 4 は、都道府県、市区町村別の 人デイサー ス ンター、保育所、 関からの距

離が 500 ートル の世帯割合を、「住 地統計調査」で代表的な指 である 家率と

の関係をまとめたものである。 
まず、 人デイサー ス ンターからの距離が 500 ートル の世帯割合と 家率と

の関係を見ると、 ち家率が高い地域ほど、この割合は低下するという 下下がりの分布と

なっている。特に、市区町村の分布（ りつ した い点）のほうが、都道府県の分布（

きの い点）よりも い。 
次に、保育所からの距離が 500 ートル の世帯割合と 家率との関係も同様の傾向

が見られる。ただし、市区町村で見た場合に、 家率が低く、保育所からの距離が近い世帯

割合が高い地域は、分布がまだらになっている。一方で 家率が高く、保育所からの距離が

近い世帯割合が低い地域は、 人デイサー ス ンターの場合よりも密集した分布となっ

ている。 
そして、 関からの距離が 500 ートル の世帯割合と 家率の関係も同様の傾

向であるが、分布は の り上の方に位置する形となっている。つまり、おおむ 関

から近い世帯割合は、 人デイサー ス ンターや保育所より若干高くなる傾向にある。ま

た、こうした分布から外れる市区町村が他の保健 サー スよりも くなっている。 
これらの結果から、 ち家率がむし 低い地域ほど、 人デイサー ス ンター、保育所、

関への ク スが良い世帯割合が高い傾向が見られる。都市的な地域では 住

が いという 情を反映しているものと考えたれる。 
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（保健 サー ス相 間の関係） 
 5 は、 人デイサー ス ンター、保育所、 関への ク スが良い世帯割合の相

の関係を市区町村、都道府県別の分布としてまとめたものである。基準として、 人デイ

サー ス ンターから 500 ートル 世帯割合を用いた。 

 
 まず、 人デイサー ス ンターから 500 ートル 世帯割合と保育所から 500 ー

トル 世帯割合の組み合わせで見た市区町村の分布を見ると、前者が高いほど後者も高

：
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い形で市区町村が分布している。 者それぞれの単 平均である、36.4 、26.8 を基準と

して分けた区分で見ると、 者とも高い地域、低い地域に市区町村が く分布している。都

道府県の分布は市区町村の分布の に まる形で、市区町村と同様の形で分布している。 
 次に、 人デイサー ス ンターから 500 ートル 世帯割合と 関から 500
ートル 世帯割合の組み合わせで見た市区町村の分布を見ても同様の傾向が見られる。

ただし、後者の平均が 45.5 であるため、分布は の上方に位置する形となっている。

者それぞれの単 平均である、36.4 、45.5 を基準として分けた区分で見ても、 者とも

高い地域、低い地域に市区町村が く分布している。いずれか一方のみが高い地域の分布は

少ないが、この分布傾向から外れる市区町村の分布が 少見られる。まや、都道府県の分布

も市区町村の分布の に まる形で、市区町村と同様の形で分布している。 
これらの結果から、 人デイサー ス ンターへの ク スが良い地域ほど、保育所、

関への ク スも良いという傾向が見られる。 
 
．考察 

わが国は、人口及び保健 ク スに地域差がある。特に都道府県より市区町村で見た

場合の地域差が大きい。このことは保健 分 での政 ミ ー ンを行う場合、全

国を単位としたものに加え、地域差を考慮した を設定する必要があることを意

する。 
人口について言えば、人口 加が されている大都市圏でも人口が 少している市区

町村がある。その一方で、人口 少地域でも人口 加を できている市区町村がある。高

化が んでいる地域でも、高 化率が低い市区町村が し、高 化が相対的に んでい

ない大都市圏でも高 化率がすでに高くなっている市区町村が する。大都市圏と非大

都市圏で、人口が 少または 加 、高 化率が高いまたは低いという 設定が可

能である。 
保健 サー スへの ク スでは、人口密度が高い都市的な市区町村ほど、 人デイサ

ー ス ンター、保育所、 関への ク スが良い世帯割合が高い。 人デイサー ス

ンターへの ク スが良い世帯割合が高い市区町村ほど、保育所や 関への ク

スが良い世帯割合が高い。人口密度が低い市区町村でも、こうしは保健 サー スへの

ク スが良い地域もある。これより、保健 サー スの ク スの として、 都

市的で、保健 サー スへの ク スが良い地域、 都市的でなく、保健 サー スの

ク スが良くない地域、 都市的ではないが、保健 サー スへの ク スが良い地域、

が設定できよう。このほかに、世帯構 、転居の 度、外国人人口の割合を に加

することができるであ う。 
このように、保健 サー スに関する政 ミ ー ンの 設定には、ある

度パターン化させることが可能である。これを現 的なものにするには、市区町村別など

の地域差の傾向を検討することが必要であ う。
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1 こうした分析例として、小 （2017） 。 
2 本研究では、政府統計の データのみを用いた。そのため、法令に基づく 続きは不

要であり、またデータの 、流出等に基づく問題も生じ得ない。よって 理的な問題は

発生しなかった。 
3 東日本大 ・ 第一原子力発 所の の影響により調査時点で居住が制限されて

いた 県の一部の町村（ 岡町、大 町、 葉町、 江町、 村、 村）を く。 
 
 
（ 考 ） 
小 （2017）「日本 龄化的地区差 和社区综合护理体系」『社会政 研究』2017 年

第 6 期、中国 政 社、pp.3-14. 
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